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１．はじめに 

  

近年、地球温暖化問題は深刻な状態にあり、今

後100年間で、最大5.8度の温度上昇が予想されて
いる。この温度上昇は、天候、自然生態系などに大

きな変化を与えるだけではなく、人々の生活や経済

活動にも重大な影響をおよぼすものと考えられてい

る。 
このような状況の中、二酸化炭素排出量削減等、

都市生活者にとって環境負荷削減に向けた対策は、

サステナブルな都市を構築するための重要な課題と

なっている。 

そこで、本研究は、都市における家庭での電力消

費について、大都市と小都市による地域間での比較

を行い、その実態を把握することにより、環境負荷

低減の実現に向けた効率的な電気の使い方について、

問題提起することを目的とする。 

 

２．わが国の電力消費の動向 

 

 わが国の電力消費の動向については、図－１に示

すとおりである。 

 これによると、昭和50年代は高度経済成長期にお

ける「消費革命」の一環として家電製品の急速な普 
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及による「電灯」（一般家庭用）と事務所、百貨店、

レジャー施設などのビルで使用される「業務用電

力」の著しい伸び等により、電力需要が増大した。 

その後、平成の初頭に掛けても、バブル経済期

の好景気を背景として堅調に増大してきた。 
 しかしながら、バブル経済崩壊後は、日本経済の

停滞により、需要の伸びが鈍化しており、この傾向

は将来にわたっても継続する見通しがなされている。

さらには、近い将来に発現する人口の減少により、

この鈍化傾向に一層の拍車を掛けることが容易に予

想できるものである。 
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３．地域別の電力消費状況 

 

（１） 関東エリアにおける県スケールの違いによる家庭

の電力消費量 

 図-2に関東エリア各県の１世帯当り１世帯当り１世帯当り１世帯当り
．．．．．

電力消費量の

状況を示す。この図は、各県毎の平成14年度の「電

灯」（家庭用）（kWh）を世帯数で除したもの（k

Wh／世帯）を全店（東京電力供給エリア全体）の

値（=平均値：3,641kWh／世帯）を１として除した

各県の相対変化率で表したものである。 

図-1 電力消費の動向(東京電力供給区域) 



 

 

図-2より、１世帯当りの電力消費量は、埼玉、

栃木、群馬、東京(23区)の順に高い値を示している。 

これによると、１世帯当りの電力消費量は各県

（各地域）のスケール（人口、面積等）には、影響

を受けないことが判る。 
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（２）関東エリアにおける地域特性を考慮した家庭の電

力消費量 

さらに、図-2のデータを１世帯当りの人員で除

したもの、つまり１人当り１人当り１人当り１人当り
．．．．

の電力消費量（kWh／

人）の相対変化率を図-3に示す。なお、これらのデ

ータ処理方法は図-2と同様であり、全店の値（平均

値）=1,411kWh／人を１として各県別の値をその値

で除したものである。   
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  図-3をみると、１世帯当りの電力消費量で高い

値を示していた栃木が１人当りに置き換えると、

低い値を示し、逆に、１世帯当りでは栃木より

も低い値を示していた東京（23区）が１人当り

だと高い値を示している。 

  これは、栃木と東京（23区）を比較すると、１

世帯当りの人員が栃木では、2.99人、東京（23

区）では2.13人と東京の方が低い値になっている

ことに起因するものである。 

  このことにより、首都圏の中心に位置する東京

（23区）の方が、地方都市である栃木よりも、

核家族および単身での居住者が多いことを示し

ているものと考えられる。 

  また、図-4に家庭での電力消費量と人口との関

係を示す。これを見ても、１世帯当りの電力消

費量は人口の多少による、違いは見られないが、

１人当りだと人口の多い地域（大都市）の方が、

電力消費量が高い値を示している。 

  以上により、家庭における電力消費量は各県

（都市）の地域特性に影響を受けることが判る。 
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 そこで、次章では、電力消費と都市内部での特性

との関連性を明確にするために、関東エリアの代表

的な地方中核都市である宇都宮市をモデルケースと

して、家庭での電力消費量に影響を与える要因につ

いて、検討することとする。 

 

４．宇都宮市における家庭での電力消費状況 

 

（１） 宇都宮市の地域特性 

 宇都宮市の人口は、発展する市勢とともに着実な

増加を続け、昭和59年には北関東で初の40万人とな

図-2 １世帯当り電力消費量(kWh/世帯)の相対変化率 

図-3 １人当り電力消費量(kWh/人)の相対変化率 

図-4 電力消費量と人口との関係 

山
梨

山
梨

山
梨

山
梨

 

静
岡
（
富
士
川
以
東
）

静
岡
（
富
士
川
以
東
）

静
岡
（
富
士
川
以
東
）

静
岡
（
富
士
川
以
東
）

 
栃
木

栃
木

栃
木

栃
木
    
群
馬

群
馬
群
馬

群
馬

 

茨
城

茨
城

茨
城

茨
城

 

千
葉

千
葉

千
葉

千
葉

 

埼
玉

埼
玉

埼
玉

埼
玉

 

東
京

東
京

東
京

東
京

(2
3 区 区区区

) 

神
奈
川

神
奈
川

神
奈
川

神
奈
川

 



 

 

り市制施行100年間で約12倍に増加している。さら

に現在も増加の伸びは緩やかになったものの着実に

増加を遂げている。世帯数も、人口と同じように増

加しているが、その割合は人口よりも大きく、昭和

55年には１世帯あたり約3.2人であるのに対して平

成14年は約2.6人である(図-5。これにより、核家族

化、それに伴う高齢者の単身世帯の増加などを含め

たライフスタイルの変化の影響が伺えるのではない

かと考えられる。 

 

 

（２） 宇都宮市における電力消費量 

 図-6に宇都宮市の町別１人当り年間電力消費量の

相対変化率を示す。（平均値は1,557kWh） 

なお、電力消費量は平成14年度の宇都宮市の一

般家庭（従量電灯A,B）での電力供給データを用い

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、都心からの距離(km)と１人当り年間電力消

費量(kWh/人)、１世帯当り年間電力消費量(kWh/世

帯)、住宅規模(m2/世帯)、世帯人員(人/世帯)、住宅

床電力消費原単位(kWh/m2)の各構成要素の相対変化

率の関係を図-7に示す。   
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図 -6 および図 -7 より、１人当り電力消費量１人当り電力消費量１人当り電力消費量１人当り電力消費量

は都心部で高く、郊外に向かうに従って徐々に

低くなっていることが判る。さらに、住宅規模

は都心から 3km 付近にかけて減少傾向が見ら

れ、その先、郊外にいくにつれ大きくなること

が判る。これは、都心には集合住宅が多いこと

と、昔から都心に居住し続けている旧家も多い

ため比較的大きな値をとると考えられる。また、

3km～4km 付近で値が減少から増加に転じてい

るが、この付近には市街化区域と市街化調整区

域の境があるため、建築可能な市街化区域内に

おいてできる限りの郊外化が起こっており、集

合住宅、小規模の戸建住宅が密集していると考

えられる。郊外においては市街化調整区域のた

め、農林業従業者の住宅が多く、規模が大きく

なっている。  

世帯人員世帯人員世帯人員世帯人員については、郊外に行くにつれ大き

な値を示す傾向がある。都心には単身世帯や核

家族世帯が多く、郊外には農家世帯が多く、三

世代居住をしていること等が反映されている。  

１世帯当り電力消費量１世帯当り電力消費量１世帯当り電力消費量１世帯当り電力消費量は、都心から 4km 付

近までは、１人当りの電力消費量と同様の傾向

を示し、減少しているが、4km を境にして、１

人当りの電力消費量とは逆に、郊外へ向かうに
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図-5 宇都宮市の人口と世帯数の推移 
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図-6 １人当り年間電力消費量(kWh/人)相対変化率 1111

図-7 都心からの距離と各構成要素との関係 1111



 

 

従って、高くなっていることが判る。これは、

4km を境に世帯人員が増加していることに因る

ものである。  

住住住住宅床電力消費量原単位宅床電力消費量原単位宅床電力消費量原単位宅床電力消費量原単位は、都心と 4km 付

近で高くなっている。これは、都心と 4km 付

近では集合住宅、小規模の戸建住宅が多いこと

に加え、世帯人員が少ないため、家電製品密度

が高くなっていることが要因として考えられる。  

 

５．家庭における電力消費量に影響を及ぼす要因 

 

 家庭における電力消費量に影響を及ぼす大きな要

因としては、一般的には気温の変動と人口の変動

（増減）が挙げられる。 

 気温の変動が家庭の電力消費量に及ぼす影響につ

いては、夏期（7､8月）の過去３年間の月平均気温

と家庭の電力消費量（電灯販売量:kWh）との関係

を図-8に示す。 
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これらの要因については、人為的にコントロー

ルできるものではなく、特に気温の変動による影響

については言うまでもない要因である。 

そして、家庭における電力消費量に影響を及ぼ

す他の要因としては、今回の検討結果より、都市そ

のもののスケールや首都圏・地方等の位置的なもの

ではなく、都市の内部特性であることが判った。 

都市の内部特性とは、マクロ的には、都市における

都心と郊外、ミクロ的には、住宅規模や世帯人員、

住宅床電力消費量原単位等が挙げられる。 

 つまり、都心部から離れた郊外ほど、住宅規模が

大きいほど、世帯人員が多いほど、住宅床電力消費

量原単位が小さいほど、家庭での１人当りの電力消

費量は小さくなる傾向にある。 

そして、これらは、ある程度は人為的にコント

ロール可能な要因であると考えられるが、しかし、

これらの要因が独立して存在することはなく、むし

ろ、複雑に絡み合って存在することから、これらの

要因を総合的に評価して、望ましいライフスタイル

の検討を行い、コントロールしていく必要がある。 

 また、今回実施した地域間比較により、大都市よ

りも小都市の方が１人当りの電力消費量が少ないこ

とから、都市を小都市化することにより、都市の内

部特性、例えば、世帯人員数が増加し、効率的な電

力利用が可能になり、環境負荷低減に繋がるのでは

ないかと考える。 

  

６．おわりに 

  

 今回は、県レベルで検討を行ったが、今後は、研

究精度を高めるために、都市レベルでの検討を行い、

今回、明らかになった家庭における電力消費量に影

響を及ぼす要因について、都市における環境負荷低

減を指向して、効率的に、かつ、安全、安心に、電

気を使っていただける方策について、消費者サイド

に着目した検討を行っていきたいと考えている。 

 最後になりましたが、本研究は、宇都宮大学、東

電設計（株）、東京電力（株）の３者で実施してい

る共同研究の成果の一部であり、ここに、関係各位

に謝意を表します。 
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図-8 夏期の気温変動と電力消費量との関係 


